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1.助成申請情報

　民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律（平成28年法律
第101号）に基づき資金分配団体として助成を受けたく、下記のとおり申請をします。
　なお、下記４に記載した誓約等の内容について相違がなく、これらの誓約等に反したことに
より、選定の取り消し等が行われることとなっても、異議は一切申し立てません。

■申請団体が申請に際して確認する事項

(１)申請資格要件（欠格事由）について

申請資格要件について確認しました

(２)公正な事業実施について

公正な事業実施について確認しました

(３)規程類の後日提出について※緊急枠の場合なし

規程類の後日提出について確認しました

(４)情報公開について（情報公開同意書）

情報公開について確認しました

(5)JANPIA役員との兼職関係の有無について

兼職がないことを確認しました





団体名 指導等の年月日 指導等の内容 団体における措置状況

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし



休眠預金活用事業 事業計画書 【2025年度通常枠】 ※採択された後の資金提供契約書別紙１の対象は、事業計画書の冒頭から「Ⅱ．事業概要」までとします。

基本情報

優先的に解決すべき社会の諸課題

○ (1) 子ども及び若者の支援に係る活動
○ ① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援
○ ② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援
○ ③ 社会課題の解決を担う若者の能力開発支援

⑨ その他
○ (2)日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動

○ ④ 働くことが困難な人への支援
○ ⑤ 孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援
○ ⑥女性の経済的自立への支援

⑨ その他
○ (3)地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動

○ ⑦ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援
○ ⑧ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援
○ ⑨ その他

SDGsとの関連

申請団体 資金分配団体
資金分配団体 事業名（主） 誰もがつながりと出番をみつけられ、リンクワーカーがともに育つ居場所事業

事業名（副） ハイリスクアプローチからポピュレーションアプローチへの転換を目指す連携づくり
団体名

事業の種類1 ①草の根活動支援事業
公益財団法人みらいファンド沖縄 コンソーシアムの有無 なし

事業の種類4

領域／分野

その他の解決すべき社会の課題

事業の種類2 ①ｰ2地域ブロック
事業の種類3 沖縄ブロック（沖縄）

_11.住み続けられるまちづく
りを

11.7   2030年までに、女性、子供、高齢者及び障害者を含
め、人々に安全で包摂的かつ利用が容易な緑地や公共ス
ペースへの普遍的アクセスを提供する。

2030 年までに、すべての人々、特に女性、子ども、高齢者、障害者などが、安全でだれもが使いやすい緑
地や公共スペースを利用できるようにする。

当事業との関連性→今回のコンセプトは誰もが利用できる居場所であるため、当ターゲットとの親和性が
高いと考えるが、居場所の開発の中でも特に公共スペースの活用や再構築に関する知見の貯まる事業とし
たい。

_17.パートナーシップで目標
を達成しよう

17.17 マルチステークホルダー・パートナーシップ   さまざ
まなパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果
的な公的、官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推
進する。

さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略にもとづき、効果的な公的、官民、市民社会のパートナー
シップを奨励し、推進する。

当事業との関連性→制度のみによって（行政予算のみによって）作られる居場所とは違い、この居場所の
維持には多くのセクターの理解と参画が重要だと考えている。居場所存続の議論を通して地域のステークホ
ルダーを繋ぎ、効果的なパートナーシップから得られる果実を得たい。

ゴール ターゲット 関連性の説明
_3.すべての人に健康と福祉
を

3.c   開発途上国、特に後発開発途上国及び小島嶼開発途上
国において保健財政及び保健人材の採用、能力開発・訓練
及び定着を大幅に拡大させる。

開発途上国、特に後発開発途上国や小島嶼開発途上国で、保健財政や、保健人材の採用、能力開発、訓
練、定着を大幅に拡大する。

当事業との関連性→多くの住民が集う居場所は、医療と福祉、介護人材の邂逅の場となり、それぞれのセ
クターの専門職がお互いの知見をくみかわす重要な人材育成の場になると考える。

必須

任意

申請時入力不要



Ⅰ.団体の社会的役割
(1)団体の目的 119/200字

(2)団体の概要・活動・業務 72/200字

Ⅱ.事業概要

(終了)

事業概要

432/600字

沖縄における公益活動団体と、公益活動を支えたい企業、団体、個人等とを橋渡しするため、市民活動の社会的基盤の充実を図り、諸資源の循環をもたらすことで、地域のあらゆる主体が公益を担
い、沖縄の未来を支え合う社会の実現に寄与することを目的とする。

公益法人格を有し市民コミュニティ財団として以下の公益目的事業を実施する。
公益目的事業１ 情報流通事業
公益目的事業 2 資金循環事業
法人運営

国外活動の有無 － 資金提供契約締結日 採択後の契約時に用いる欄です

最終受益者 当事業で運営される居場所を含む地域やテーマ型コミュニティのすべての住
民

(人数) 那覇市を中心とした中南部：10,000人×5団体（想定）
それ以外：1,000人×2団体（想定）

これまで、地域社会の運営を担ってきた自治組織等が時代の変化により求心力を失い脆弱化している。その内的環境に反比例し、ハイリスクアプローチ的によって作ら
れた様々な居場所がさらに地域を分断化しているという状況を踏まえ、以下のことをコンセプトにした居場所を作り育てたい。このコンセプトに賛同する実行団体に助
成し、新しい居場所の継続性を担保する、人材育成・ネットワーク作り・資源調達を実行団体とともに考えたい。

・居場所利用者が自分の意志で通えること
・居場所利用者に厳密な条件を課さず、多くの人が参加できる状態を目指すこと（ポピュレーションアプローチ）
・居場所で行われるプログラムは予め準備されたものではなく、参加者の主体的な関わりで作り出されること
・居場所でホストとなる人材（リンクワーカー）が自ずと育つ環境や手法があみだされること
・居場所の生み出す価値を認めるステークホルダーが顕在化し、その維持に必要な資源（財源・人材他）確保のために分担して支えていくこと

本事業における、不動産（土地・建物）購入の有無
※助成金で土地の購入はできません。建物の購入（建物新築含
む）は原則できません。自己資金等で購入する場合は認められ
ます。詳しくは公募要領をご確認ください。

なし

直接的対象グループ 当事業で運営される居場所の利用者 (人数) 利用者：210人（7団体×30人）

実施時期

(開始) 2025/10/1 2029/3/31 対象地域
沖縄県全域



Ⅲ.事業の背景・課題
(1)社会課題 958/1000字

(2)課題に対する行政等による既存の取組み状況 367/200字

(3)課題に対する申請団体の既存の取組状況 326/200字

(4)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 340/200字

◆解決したい社会課題
昨今の行政施策、社会課題解決のための事業が、緊急性・必要性ともに高いものに集中する傾向にある。当然リソース（人的資源、予算など）もここに偏っているが、緊急性・必要性が高い分野だ
けを支援することは対処療法で、根本的な課題解決になっていない。
緊急度が高い人を高くなってから支援しても、緊急度の高い人は減らずに量産されてしまう。そうならないために、緊急性・必要性がそれほど高くない、緊急度が高くなる前の誰もが対象の包摂的
な居場所によるサポートを行いたいが、制度・予算の対象外とされ、実現/継続が難しい。
◆課題の問題構造
課題の解像度が上がり、過度にペルソナ化されることによって、社会に分断を生んでいる。ペルソナ化はラベリングにつながり、課題が解決したとしてもその受益者が、地域やコミュニティなど、
戻って受け入れられる場所が持てない。
かつてあった地縁型のコミュニティは、セーフティネットとして機能はしていたが、自由度は低く、孤立や孤独でいられる自由が社会に受け入れられてきた経緯もある。一概につながろうではない中
での包摂的な社会のあり方や、緊急度の高い人たちを生み出さない社会をどう作っていくのかが今回のテーマでありチャレンジ。
◆この社会課題解決の必要性・切迫性
かつては地縁型のコミュニティによって、多くの人がそのつながりの中でサポートしあい、居場所を持っていたが、その機能を自治会だけでは担えない地域がほとんど。地縁型だけではなく、テー
マ型などの居場所によってゆるやかなつながりを作り、緊急度の高い状態に追い込まない地域づくりは喫緊の課題。
2024年度実施の沖縄県の高齢者の生活状況調査は60歳以上を対象としたものだが、世帯収入が低いほど健康状態が「良くない」という傾向が見られた。世帯収入の主なものは年金だが、沖縄では全
国より11.9％低い。これは戦後、米軍統治下で年金制度の導入が遅れ、低年金や無年金者が多いことも影響し、働かないと生活が成り立たない。しかし加齢とともに就労は困難になるため、単身高
齢者の状況はより厳しくなる。県内の単身高齢者（65歳以上）世帯は2050年には全体の20％を上回ると推計されることからも、ゆるやかなつながりを持てる仕組みづくりは早ければ早いほどいい。

2021年4月に施行された社会福祉法第106条の4により、重層的支援体制整備事業が沖縄県でも進められてきた。第2期沖縄県地域福祉支援計画では「地域共生社会」を目指すとされ、そのために「土
台としての地域力の強化」が掲げられている。しかし課題ごとの行政制度による細分化された支援が地域で行われており、それが対象者、支援者、周りの住民の分断を生み出してしまっている。当財
団が2023年度緊急枠として取り組んだ食支援事業において、必要な人が能動的に食品を受け取りに来られる拠点を設けたところ、1拠点では半年間で200余件のアウトリーチにつながり、もう1拠点
では行政含む関係者が要支援と認識しながら連絡が取れずにいた世帯とつながることができたという成果があった。しかし両施設とも、対象を絞れない食支援拠点でもあり行政等の予算化は実現し
ていない。

2021年通常枠として取り組んだ認知症みまもり事業において、認知症でも認知症でなくても通える居場所の運営を行った。既定のプログラムはなく、来所した人が主体的にクリエイトできる場で、
要介護度が下がるなどの効果があった。同時に地縁にとらわれない新たなつながりも生み出している。前出の食支援事業では、子ども支援部門の行政担当者を含む食支援についての勉強会を実施
し、その中で「食支援のニーズが高いことはよく承知している。しかし行政としてどういうロジックでどこを優先的に予算化するのか判断に迷う」という本音が共有された。行政と地域がともに学
び、ともに仕組みを作る経験を通して、縦の関係性ではなくパートナーになることで前例のない取り組みにもチャレンジしやすくなる。

社会の変化は多様で前例だけをもとに施策を考えることは難しい。しかしより効果的な施策・制度へのリソース分配を続けてきたことで、必要な層への対処療法は増えたが根源にアプローチしてい
ないので支援を必要とする人は増え続けている。また1つの視点として、「支援を必要とする人」はいつまでも必要ではないし、一度不要になってもまた必要になるかもしれない。これまでの施策で
はその人を「支援が必要な人」としてラベリングしてしまうので、課題解決後に戻る場所を失っていることもある。必要なことは、受け皿となる地域やコミュニティを育て、行ったり来たりできるこ
と。そのためには現状の行政の枠組みにあてはめようとするのではなく、新たな考え方や指標、ロジックの組み立てが必要なので、休眠預金等の活用が適している。



Ⅳ.事業設計
(1)中長期アウトカム

(2)-1 短期アウトカム（資金支援）※資金分配団体入100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態

(2)-2 短期アウトカム（非資金的支援）※資金分配団100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態

利用したい居場所があり、その居場所を通したつながり
の中で暮らしたいと思えている状態

①地域やテーマ型コミュニティ内で整備され供
用が開始されている、対象を限定せず、かつ多
様な居場所数
②リピート利用率

①0か所
②事業前の状況による

①7か所
②7割程度

対象を限定せず、かつ多様な居場所が定着していて、その居場所を通したつながりの中で暮らしたいと思える状態

モニタリング

居場所に家族・友人・知人を誘い、自らつながりを広げ
たいと思えている状態

⑤利用者発案のプログラムやイベントの実現件
数
⑥プログラムやイベントの参加者数

⑤事業前の状況による
⑥事業前の状況による

⑤35件（居場所当たり5件×7か
所）
⑥居場所の日常的な利用者の2
倍程度

主体的に行きたい場所ややりたいことをみつけられる人
が増え、心身の健康を保てている状態

③居場所への利用者の主体性を引き出せるリン
クワーカーの配置数
④利用者からつなぎ手への発案や相談の件数

③事業前の状況による
④事業前の状況による

③7か所
④105件（居場所当たり15件×7
か所）

モニタリング
ステークホルダーが明確になっていて、ステークホル
ダー内で拠点のビジョン（価値観）が言語化され、合意
されている状態

⑫居場所の運営を継続的に議論するチームが居
場所ごとにある
⑬議論の場の開催数
⑭議論の場への参加者数

⑫事業前の状況にある
⑬0回
⑭0人

⑫7か所
⑬70回（居場所当たり10回×7
か所）
⑭210人（1回当たり3人×70
回）

地域やテーマ型コミュニティの中で、居場所が孤立しな
い状態

⑮居場所の価値観を理解している外部組織・団
体等の数

⑮事業前の状況による ⑮21個（居場所当たり3個×7か
所）



204/200字

185/200字

77/200字

108/200字

142/200字

168/200字

300/200字

(3)-1 活動：資金支援 ※資金分配団体入力項目 時期
地域やテーマ型コミュニティにおける居場所の現状と課題、事業を通して実現したい社会の姿が共有される
・クローズドで実践者のワークショップ、ヒアリング→現状と課題、価値観の言語化を行い、これを基に公募要項を作成
・MSCの実施→事業実施を通して実現したい社会の姿を共有する
・募集説明会の開催（3カ所）
・実行団体採択（7団体）に向けた説明会や調整
・公募に関する活動（個別相談、書類書き方講座、広報）
・選考会

事業活動0年目
2025/10〜2026/03

居場所の整備・供用開始及びつなぎ手（リンクワーカー）の配置がされ、地域やテーマ型コミュニティに定着する
・オリエンテーション※実行団体と資金分配団体双方のスタッフと役割紹介、事業の流れ、資金の使い方のルールや手続きの共有を行い、実行団体同士のつながり作り
・採択団体への助成実施（1回目）（→アウトプット：拠点の整備と供用開始、7団体）
・採択団体への助成実施（2回目）

事業活動1年目
2026/04〜2027/03

つなぎ手（リンクワーカー）が居場所に定着し、利用者によるプログラムやイベントが実現する
・採択団体への助成実施（1回目）
・採択団体への助成実施（2回目）

事業活動2年目
2027/04〜2028/03

居場所の継続供用に必要な要件（ハード・ソフトの両面について）と地域やテーマ型コミュニティにとっての効果を可視化し、継続供用に必要なリソースを確保する
・採択団体への助成実施（1回目）
・採択団体への助成実施（2回目）

事業活動3年目
2028/04〜2029/03

居場所のステークホルダーと居場所があることによる地域やテーマ型コミュニティへの効果を明確にし、その重要性や居場所供用の維持のための戦略を立てる
・月次定例ミーティング（利用状況、利用者及びつなぎ手（リンクワーカー）の定着状況の確認、新たに見えた課題共有とその解決のための活動伴走）
・利用者やつなぎ手（リンクワーカー）、ステークホルダーなどによるMSC評価の実施
・マルチステークホルダーによる勉強会の実施※行政担当者もともに学ぶ場
・先進地視察※事業終了後の拠点運用についてのイメージ化をサポート
・つなぎ手（リンクワーカー）の周知と定着を目指すシンポジウム
・伴走円卓会議
・中間評価、必要な研修

事業活動2年目
2027/04〜2028/03

(3)-2 活動：組織基盤強化・環境整備：非資金的支援 時期
地域やテーマ型コミュニティにおける居場所の現状と課題、事業を通して実現したい社会の姿が共有される
・クローズドで実践者のワークショップ、ヒアリング→事業を通してともに目指す社会を実現するステークホルダーとの関係構築を進める
・MSCの実施→事業実施を通して実現したい社会の姿を共有する

事業活動0年目
2025/10〜2026/03

居場所の地域やテーマ型コミュニティへの定着と、配置されたつなぎ手（リンクワーカー）を機能させることの促進支援
・事前評価を通してありたい拠点の姿を明確にし、実現するための打ち手とタイムラインを確認する
・拠点運用支援伴走（月次定例ミーティング）
・評価円卓会議（課題の共有）
・拠点の周知（パンフレット作成や拠点おひろめシンポジウム等）

事業活動1年目
2026/04〜2027/03



245/200字

Ⅴ.広報戦略および連携・対話戦略

263/200字

260/200字

Ⅵ.出口戦略・持続可能性について 助成期間終了後も社会課題の解決に向けた活動を継続させる戦略・計画を記入してください。

300/400字

319/400字

居場所供用の継続、つなぎ手（リンクワーカー）の雇用継続を含む事業終了後の事業実施計画策定の支援
・中間評価と事業終了後の運用イメージを踏まえた事業計画のブラッシュアップ伴走
・月次定例ミーティング
・マルチステークホルダーによる勉強会（拠点の効果測定のための指標の完成を目指す）
・評価円卓会議
・事後評価、必要な研修
・白書作成
・事業報告と事業終了後の計画おひろめシンポジウム※実行団体が実行団体自身で拠点の成果を報告でき、事業終了後の拠点運用への参加・協力呼びかけができるようサポート

事業活動3年目
2028/04〜2029/03

広報戦略

緊急性が高くインパクトがわかりやすい支援も大事だが、つながりや自主的な活動により心身ともに健康な状態の人の割合を高めるための、対象の広
い施策も必要であるという認識を広めることを目指す。
・本事業で供用する居場所についての広報（案内パンフレット、web・SNS等での発信、円卓会議やシンポジウムの開催）
・3年間の事業期間のパートナーとなるメディア担当者との関係構築（主に県内のTV、新聞）
・本事業を通して地域やテーマ型コミュニティに起きた具体的な変化の発信（白書制作、web・SNS等での発信、円卓会議やシンポジウムの開催）

連携・対話戦略

誰もがつながりと出番を持てる居場所事業が、沖縄県における心身ともに健康な人の割合を増やし、安心して暮らせるまちづくりに貢献し、定着するた
めには、居場所が孤立せず、多様なステークホルダー間での持続的な対話が続くことを目指す。
・居場所を運営する実行団体が、地域やテーマ型コミュニティにパートナーを3組織以上見つけ、対話の場を持つことをサポートする
・行政当局を含むマルチステークホルダーでの、社会における対象の広い施策のあり方やリソース配分の方法についての勉強会を立ち上げ、新しい支
援の形をともに見つける場として定着させる

資金分配団体

当財団は、実行団体の成果を評価しまとめ、事業で接点のあったステークホルダーらの知見も集約した「沖縄の課題共有白書」を発行している。当白
書は事業報告のみならず、円卓会議等の議論や調査を通して明確になり解像度の上がってきた課題を共有し、同時に今後必要な資源や事業の方向性を
示す提言も発信している。そのため、過去の休眠預金活用事業でも白書を使ったシンポジウムを行い、施策化・事業化した例が多数ある。今回も当事
業を通して見えてきた課題に向き合い、白書化することと、その活用を通してのロビー活動や追加調査の施策化、住民への啓発活動等を行い、新たな資
源を取り入れることで、課題解決の活動を継続進展させていきたい。

実行団体

事業期間中に可視化された居場所の効果の指標と、言語化された価値観を共有した地域またはテーマ型コミュニティ内のパートナーとの対話の場を継
続させる。その場において、居場所を中心とした活動による効果を定期的に振り返ることができ、地域またはテーマ型コミュニティに経験と自信が蓄
積され、継続に必要なリソース集めも継続できる。
地域またはテーマ型コミュニティにポピュレーションアプローチ型の居場所が定着し、効果が出ていることが社会に共有されると、これまでハイリス
ク型の支援施策に集中していたリソースの分配が可能になると想定する。それによっても居場所の持続性が高まり、より多くの人がつながりと出番を
みつけられ、心身ともに健康な状態を保てる社会に近づく。



Ⅶ.関連する主な実績
(1)助成事業の実績と成果 300/800字

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等 720/800字

Ⅷ.実行団体の募集

152/200字

12/200字

23/200字

(1)採択予定実行団体数 7団体

(2)実行団体のイメージ

地域で多世代型居場所を運営している団体
居場所を持っている自治組織で、その利用方法や利用対象を広げて事業主旨に共感できる団体
居場所を持つことで、コミュニティの関係人口を増やし、コミュニティの機能を高めたい団体
ハイリスク支援のための居場所運営をしているが包摂的・予防的な拠点機能もプラスしたい団体 など

(3)1実行団体当り助成金額

1団体あたり2000万円

1．休眠預金活用事業関連における居場所支援
2020年度 オリオン奨学財団の助成先で若年妊産婦を対象としたシェルター事業「おにわプロジェクト」での基金設置支援（3000万円以上のファンドレイズを達成、現在継続中）
2021年度 当財団からの助成先で「ゆんたくばぁ～めぐみ」事業への助成（約2000万円）

2．当財団のプログラム「たくす」における乳がん患者の会「乳がん患者が「元気に乳がんと闘う」ための環境づくりプロジェクト」への寄付集めと助成（14年間継続中）

3．その他 子供の居場所・フリースクール・食支援を行うシェルター・こどもホスピス等7か所の居場所事業への寄付集め支援と助成を行っている

当事業に関連する実績

1．2021年度休眠預金活用事業における、「通いの場と見守りネットワークに関する調査報告書」発行
高齢者の通いの場の現状や機能、認知症バリアフリー社会実現に向けての地域ごとの現状と課題の知見を得た。

2．ぎのわん地域づくり塾2024への講師派遣と円卓会議の開催支援

沖縄県宜野湾市で、協働による「誇りと愛着の生まれる、住んで良かったと思えるまちづくり」「歩いていける範囲に、地元住民も、学生も、新規移住者も参加しやすく抜けやすい様々な活動や
コミュニティ」があることをテーマにした連続講座の設計支援と講師派遣を行なう。

円卓会議は、「新しい人材と公民館がどうつながり、どう協働するのか」というテーマで行った。公共施設である公民館をそれぞれの自治会が管理・運営している中、自治会加入者の減少などに
伴い、一部の住民の利用に限られること。新たに移り住んできた方や、小中高校生を含め、年齢・性別や自治会の加入・未加入に関わらず、多くの方が気軽に集い、交流できる公民館となるにはど
のようなことが必要なのかを議論した。2025年も参画予定

3．那覇市SDGs推進事業でのよりみん伴走支援
沖縄県那覇市において、多世代型地域コミュニティの場「よりみん（那覇市寄宮）」の伴走支援を行っている。よりみんは、雇用や生活の不安、孤立に苦しむ方々が増えるなか、命を支え合い、

地域で共に働き・共に生きる居場所をコンセプトに、地域住民でおから味噌工房を立ち上げ、おから味噌の製造販売と、多世代型の地域の居場所「よりみん」を運営している。この事業でSIBを財源
とした事業を行う際の、事業の課題共有から、指標の設定等伴走支援を行っている。

(4)案件発掘の工夫

公募前ワークショップや事前ヒアリングなどの実施





 

資金計画書 バージョン
（契約締結・更新回数）

1

資金分配団体 2025年度通常枠 bt202500001
2025/10/01 2029/03/31

事業名

団体名
事業名
団体名

プログラムオフィサー関連経費
評価関連経費

204,411,630

誰もがつながりと出番をみつけられ、リンクワーカーがともに
育つ居場所事業
公益財団法人みらいファンド沖縄

12,439,000

助成金

164,678,000

140,000,000
24,678,000

5,439,000
7,000,000

27,294,630

合計

申請団体/事業種別
事業期間

資金分配団体

実行団体

事業費

資金分配団体用

実行団体への助成

実行団体用

管理的経費

～



 

資金計画書資料　①助成概要

1. 事業費 [円]
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 合計

3,534,000 77,038,000 42,068,000 42,038,000 164,678,000
70,000,000 35,000,000 35,000,000 140,000,000

3,534,000 7,038,000 7,068,000 7,038,000 24,678,000

2. プログラム・オフィサー関連経費 [円]
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 合計

3,742,600 7,978,220 7,577,600 7,996,210 27,294,630
2,484,000 4,968,000 4,968,000 4,968,000 17,388,000
1,258,600 3,010,220 2,609,600 3,028,210 9,906,630

3. 評価関連経費 [円]
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 合計

730,000 3,503,000 4,008,000 4,198,000 12,439,000
730,000 1,503,000 1,508,000 1,698,000 5,439,000

2,000,000 2,500,000 2,500,000 7,000,000

4. 合計 [円]
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 合計

8,006,600 88,519,220 53,653,600 54,232,210 204,411,630助成金計(A+B+C)

その他経費

管理的経費

プログラム・オフィサー関連経費 (B)

実行団体用

プログラム・オフィサー人件費等

事業費 (A)

評価関連経費 (C)
資金分配団体用

実行団体への助成
－



 

資金計画書資料　②自己資金・民間資金

(1)事業費の補助率

助成期間合計 100.0% FALSE

【参考】年度別の助成金による補助率(A/(A+D))
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

補助率 100% 100% 100% 100%
0 0 0 0

(2)自己資金・民間資金からの支出予定
自己資金・民間資金からの支出予定について、調達予定額、調達方法、調達確度等を記載してください。

年度 予定額[円] 調達方法 調達確度

特例申請対象

特例申請について
事業費のうち自己資金・民間資金による負担を20%未満とすることを申請する場合は「自己資金に関する申請書」に理由等を明示してください。
特例申請が認められた場合でも、複数年度の事業では、最終年度の補助率は 80％以下とします。

自己資金・民間資金
合計 (D)

0

説明（調達元、使途等）

助成金による補助率
(A/(A+D))



  
(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 沖縄県
市区町村 浦添市
番地等 前田1-6-24 トミハウス1階

団体情報入力シート

団体名 みらいファンド沖縄
郵便番号 901-2102

団体種別法人格 公益財団法人 資金分配団体/活動支援団体

設立年月日 2010/04/23
法人格取得年月日 2010/04/23

電話番号 098-963-7969

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://miraifund.org/

その他のWEBサイト
(SNS等)

https://www.facebook.com/miraifundokinawa

代表者(1) 氏名 小阪亘
役職 代表理事

フリガナ コサカ ワタル

氏名
役職

役員数［人］ 13

代表者(2)
フリガナ

理事・取締役数［人］ 6
評議員［人］ 5
監事/監査役・会計参与数［人］ 2

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］

非常勤職員・従業員数［人］ 3
有給［人］ 3
無給［人］

職員・従業員数［人］ 5
常勤職員・従業員数［人］ 2

有給［人］ 2
無給［人］

事務局体制の備考





(11)助成を受けた実績

(12))休眠預金事業の採択実績または申請中・申請予定

1

2

3

4

5

5
5
5
5
5
5
5
5
5

2024年度 緊急枠 資金分配団体に採択 公益財団法人みらいファンド沖縄
多様な参画で実現する支援される
側の尊厳を守る新たな食支援事業

2021年度 通常枠 資金分配団体に採択
公益財団法人みらいファンド沖

縄・公益社団法人沖縄県地域振興
協会コンソーシアム

見守り自販機を活用した道迷い捜
索と地域作り

2023年度 コロナ枠 資金分配団体に採択 公益財団法人みらいファンド沖縄

みんなの配信と交流プラット
フォーム

コロナ禍で失った体験や発信、交
流を再構築

今までに助成を受けて行っている事業の実績 なし

助成を受けた事業の実績内容

番号
対象 申請

左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択された
場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体又は活動支援団体名

2020年度 コロナ枠 資金分配団体に採択 公益財団法人みらいファンド沖縄
コロナ禍で孤立したNPOとその先
の支援：アフターコロナに必要な

団体の存続のために

申請中・申請予定又は採択された
事業名

2019年度 通常枠 資金分配団体に採択 公益財団法人みらいファンド沖縄 沖縄・離島子どもの派遣基金事業



2023/11/2版

※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 記入箇所チェック
確認が必要です。C3～5セルのいずれかに未記入
があります。

団体名： 公益財団法人みらいファンド沖縄

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出
定款
評議員会運営規則

第21条
第３条

公募申請時に提出
定款
評議員会運営規則

第22条
第３条

公募申請時に提出 評議員会運営規則 第３条

公募申請時に提出 評議員会運営規則 第４～６条

公募申請時に提出
定款
評議員会運営規則

第25条
第10条

公募申請時に提出
定款
評議員会運営規則

第25条
第11条

公募申請時に提出
定款
評議員会運営規則

第28条
第16条

公募申請時に提出 評議員会運営規則 第11条第３項

. . .

公募申請時に提出 定款 第31条

公募申請時に提出 定款 第31条

. . .

公募申請時に提出
定款
理事会運営規則

第41条
第２条

公募申請時に提出
定款
理事会運営規則

第42条
第４条

公募申請時に提出
定款
理事会運営規則

第42条
第２条第３項

公募申請時に提出
定款
理事会運営規則

第42条
第４～５条

公募申請時に提出 理事会運営規則 第16条

公募申請時に提出 理事会運営規則 第８条

公募申請時に提出 理事会運営規則 第13条

公募申請時に提出 理事会運営規則 第８条

. . .

理事の職務権限規程 公募申請時に提出 理事の職務権限規程 第４～９条、別表

. . .

監事監査規程 公募申請時に提出 監事監査規程 第３～６条、第８～９条

. . .

公募申請時に提出
役員及び評議員の報酬並びに費用に関する
規程

第３条、別表

公募申請時に提出
役員及び評議員の報酬並びに費用に関する
規程

第５条

⚫ 理事の構成に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程

役員及び評議員の報酬
等並びに費用に関する
規程（２）報酬の支払い方法

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の
３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

定款
（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総
数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議　（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内
容を含んでいること

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除
外規定は必須としないこととします。

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

　規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

記入箇所チェック　※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目

⚫ 理事の職務権限に関する規程

⚫ 監事の監査に関する規程

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定さ
れていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください



. . .

公募申請時に提出 倫理規程 第1条、第２条

公募申請時に提出 倫理規程 第３条、第11条

公募申請時に提出 倫理規程 第４条

公募申請時に提出 倫理規程 第６条

公募申請時に提出 倫理規程 第7条

公募申請時に提出
倫理規程
就業規則

第1条
第12～16条

公募申請時に提出 倫理規程 第８条

公募申請時に提出 倫理規程 第9条

. . .

公募申請時に提出
倫理規程
理事会運営規則

第4,5条
第17条

公募申請時に提出 倫理規程 第５～7条

公募申請時に提出 利益相反管理規定 第4、5条

. . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第9条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第7条

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第7条

. . .

公募申請時に提出 公益通報者保護に関する規程 第４条

公募申請時に提出 公益通報者保護に関する規程 第12条

. . .

公募申請時に提出 事務局規程 第２条

公募申請時に提出 事務局規程 第３条

公募申請時に提出 事務局規程 第４条

公募申請時に提出 事務局規程 第７～９条

. . .

公募申請時に提出 給与規程
第３条、第６～10条、第14
条、別表

公募申請時に提出 給与規程 第12～13条

. . .

公募申請時に提出 文書管理規程 第６条

公募申請時に提出 文書管理規程 第５条、第７条

公募申請時に提出 文書管理規程 第８条、別表１

. . .

情報公開規程 公募申請時に提出 情報公開規程
第９条
別表１

. . .

公募申請時に提出 リスク管理規程 第13条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第14条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第18条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第19～29条

. . .

公募申請時に提出 経理規程 第５条

公募申請時に提出 経理規程 第３条、第９条

公募申請時に提出 金銭出納規程 第４条

公募申請時に提出 経理規程 第８条、第10条

公募申請時に提出 金銭出納規程 第３条、第５～10条

公募申請時に提出 経理規程 第15～20条

公募申請時に提出 経理規程 第39～48条

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特
別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

・倫理規程
・ハラスメントの防止に
関する規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（７）情報開示及び説明責任

（８）個人情報の保護

（６）ハラスメントの防止

⚫ 利益相反防止に関する規程

⚫ 倫理に関する規程

⚫ コンプライアンスに関する規程

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

⚫ 経理に関する規程

⚫ 内部通報者保護に関する規程

⚫ 組織（事務局）に関する規程

⚫ 文書管理に関する規程

⚫ 情報公開に関する規程

⚫ リスク管理に関する規程

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

（４）緊急事態対応の手順

（１）基本給、手当、賞与等
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定 款 

 

公益財団法人みらいファンド沖縄 

 

制定 平成22年4月9日 

改正 平成22年11月17日 

改正 平成23年5月12日 

改正 令和7年1月24日 

 

第１章  総 則 

 

（名称） 

第１条 当法人は、公益財団法人みらいファンド沖縄と称し、英文では、Mirai Fund 

Okinawa Inc.Foundation と表示する。 

（事務所） 

第２条 当法人は、主たる事務所を沖縄県浦添市に置く。 

２ 当法人は、理事会の決議をもって、従たる事務所を設置することができる。 

（目的） 

第３条 当法人は、沖縄における公益活動団体と、公益活動を支えたい企業、団体、個人等

とを橋渡しするため、市民活動の社会的基盤の充実を図り、諸資源の循環をもたらすこと

で、地域のあらゆる主体が公益を担い、沖縄の未来を支え合う社会の実現に寄与することを

目的とする。 

（事業） 

第４条 当法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1)公益活動を行う団体に仲介・提供するために、必要な資金等の資源を募り、確保する

事業 

(2)公益活動を行う団体に対し、助成、顕彰等を行う事業 

(3)公益活動を行う団体に対し、融資を行う事業。 

(4)公益活動を支援するために、不動産等の資源を活用する事業 

(5)前４号に掲げるもののほか、公益活動を行う団体に対し、その経営に必要な資源を提

供する事業 

(6)公益活動を行う団体及び資源提供者に対するコンサルティング事業 

(7)公益活動に関する情報発信事業 

(8)公益活動に関する調査研究、情報収集 

(9)公益活動を推進するための普及・啓発物品、寄附金付物品及び出版物等の販売 

(10)その他前条の目的を達成するために必要な事業 

（機関の設置） 

第５条 当法人は、評議員、評議員会、理事、理事会、監事を置く。 
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（公告） 

第６条 当法人の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によ

って電子公告による公告をすることができない場合は、官報に掲載する方法により行う。 

 

第２章  財産及び会計 

 

（財産の拠出） 

第７条 設立者は、現金３００万円を、当法人の設立に際して拠出する。 

（財産の種別） 

第８条 この法人の財産は、基本財産及びその他の財産の２種類とする。 

２ 基本財産は、この法人の目的である事業を行うために不可欠な財産として理事会で定め

たものとする。 

３ その他の財産は、基本財産以外の財産とする。 

（基本財産の維持及び処分） 

第９条 基本財産についてこの法人は、適正な維持及び管理に努めるものとする。 

２ やむを得ない理由により基本財産の一部を処分する場合には、理事会の決議を得なけれ

ばならない。 

（財産の管理・運用） 

第１０条 この法人の財産の管理・運用は、代表理事が行うものとし、その方法は理事会の

承認を得るものとする。 

（事業年度） 

第１１条 当法人の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの年１期とする。 

（事業計画及び収支予算） 

第１２条 当法人の事業計画書及び収支予算書については、毎事業年度開始の日の前日まで

に代表理事が作成し、理事会の決議を経なければならない。 

２ 前項の書類については、主たる事務所及び従たる事務所に、当該事業年度が終了するま

での間備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

（事業報告及び決算） 

第１３条 当法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、代表理事が次の書類

を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経なければならない。 

(1)事業報告 

(2)事業報告の附属明細書 

(3)貸借対照表 

(4)正味財産増減計算書 

(5)貸借対照表及び正味財産増減計算書の付属明細書 

(6)財産目録 

２ 第１項により承認を受けた書類中第１項第１号から第３号までの書類のほか、以下の書

類を、主たる事務所に５年間、従たる事務所に３年間備え置き、個人の住所に関する記載
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を除き一般の閲覧等に供するものとするとともに、この定款を主たる事務所及び従たる事

務所に備え置き、同様の閲覧等に供するものとする。 

(1)監査報告書 

(2)会計監査報告書 

(3)理事及び監事並びに評議員の名簿 

(4)理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を示した書類 

(5)運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記

載した書類 

（公益目的取得財産残額の算定） 

第１４条 代表理事は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（以下、「認

定法」という。）第４８条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公

益目的取得財産残額を算定し、前条第２項第５号の書類に記載するものとする。 

 

第３章  評議員及び評議員会 

第１節  評議員 

 

（評議員） 

第１５条 当法人に、評議員５名以上１５名以内を置く。 

（選任及び解任） 

第１６条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下、

「一般法人法」と言う。）第１７９条から第１９５条までの規定に従い、評議員会の決議

によって行う。 

２ 評議員を選任する場合は、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 

(1)各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の３分の

１を超えないものであること。 

イ 当該評議員及び配偶者又は３親等以内の親族 

ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

ハ 当該評議員の使用人 

ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他財産に

よって生計を維持している者 

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 

ヘ ロからニまでに掲げる者の３親等以内の親族であって、これらの者と生計を一に

する者 

(2)他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計数が評

議員の総数の３分の１を超えないものであること。 

イ 理事 

ロ 使用人 

ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定
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めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員であ

る者 

ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除

く。）である者 

(1)国の機関 

(2)地方公共団体 

(3)独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 

(4)国立大学法人第２条第１項に規定する大学共同利用機関法人 

(5)地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 

(6)特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であっ

て、総務省設置法第４条第１項第15号の規定の適用を受けるものをいう。）又

は認可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認

可を要する法人をいう。） 

３ 評議員はこの法人又はその子法人の理事、監事又は使用人を兼ねることができない。 

（任期） 

第１７条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終結の時までとする。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議

員の任期の満了する時までとする。 

３ 評議員は、第１２条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退

任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有す

る。 

（報酬等） 

第１８条 評議員は無報酬とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、評議員には費用を弁償することができる。 

 

第２節  評議員会 

 

（構成） 

第１９条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

（権限） 

第２０条 評議員会は、次の事項に限り決議することができる。 

(1)理事及び監事の選任及び解任 

(2)役員の報酬等並びに費用に関する規程 

(3)計算書類等の承認 

(4)定款の変更 

(5)残余財産の帰属先の決定 

(6)基本財産の処分又は除外の承認 
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(7)その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定めた事項 

（開催） 

第２１条 定時評議員会は、毎事業年度終了後３か月以内に開催する。 

２ 臨時評議員会は、必要がある場合は、いつでも開催することができる。 

（招集権者） 

第２２条 評議員会は、理事会の決議に基づき、代表理事が招集する。 

２ 代表理事に事故があるときは、あらかじめ理事会の定めた順序により他の理事が招集す

る。 

３ 評議員は、理事に対して、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議員

会の招集を請求することができる。 

（招集の通知） 

第２３条 代表理事は、評議員会の開催日の７日前までに、評議員に対して、会議の日時、

場所、目的である事項を記載した書面をもって通知を発しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、評議員全員の同意があるときは、招集の手続を経ることな

く、評議員会を開催することができる。 

（議長） 

第２４条 評議員会の議長は、評議員会において、出席した評議員の中から選出する。 

（決議） 

第２５条 評議員会の決議は、議決に加わることのできる評議員の過半数が出席し、その過

半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を

除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

(1)監事の解任 

(2)定款の変更 

(3)基本財産の処分又は除外の承認 

(4)その他法令で定めた事項 

３ 理事又は監事を選任する決議に際しては、候補者ごとに第１項の決議を行わなければな

らない。理事又は監事の候補者の合計数が第２７条に定める定数を上回る場合には、過半

数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数に達するまでの者を選任することと

する。 

（決議の省略） 

第２６条 理事が評議員会の目的である事項につき提案した場合において、当該提案につき

評議員（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電

磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の評議員会の決議が

あったものとみなす。この場合においては、その手続を第１９条第１項の理事会において

定めるものとし、第２０条から前条までの規定は適用しない。 

（報告の省略） 

第２７条 理事が評議員の全員に対して評議員会に報告すべき事項を通知した場合におい
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て、その事項を評議員会に報告することを要しないことにつき、評議員の全員が書面又は

電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その事項の評議員会への報告があったも

のとみなす。 

（議事録） 

第２８条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。 

２ 前項の議事録には、議長及びその評議員会において選任された議事録署名人２名以上

が、記名押印又は電子署名する。ただし、評議員会の決議の省略があった場合及び評議員

会への報告の省略があった場合はこの限りではなく、法令で定めるところによる。 

３ 第１項の規定により作成した議事録は、主たる事務所に１０年間備え置かなければなら

ない。 

（評議員会規則） 

第２９条 評議員会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、評

議員会において定める評議員会規則による。 

 

第４章  役員等及び理事会 

第１節  役員等 

 

（役員等） 

第３０条 当法人に、次の役員を置く。 

理事 ５名以上１５名以内 

監事 ２名以上４名以内 

２ 理事のうち、１名を代表理事とし、４名以内を業務執行理事とする。 

（選任等） 

第３１条 理事及び監事は、評議員会において選任する。 

２ 代表理事及び業務執行理事は、理事会において理事の中から選定する。 

３ 理事会は、その決議によって第２項で選定された業務執行理事の中から、副代表理事、

専務理事及び常務理事を選定することができる。ただし、副代表理事及び専務理事は各１

名、常務理事は２名以内とする。 

４ 監事は、当法人又はその子法人の理事又は使用人を兼ねることができない。 

５ 理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は３親等内の親族その他特別の関係に

ある者の合計数は、理事の総数の３分の１を超えてはならない。監事についても、同様と

する。 

６ 他の同一の団体の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある

ものとして法令で定める者である理事の合計数は、理事の総数の３分の１を超えてはなら

ない。監事についても、同様とする。 

（理事の職務権限） 

第３２条 理事は、理事会を構成し、この定款に定めるところにより、当法人の業務の執行

を決定する。 
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２ 代表理事は、当法人を代表し、当法人の業務を執行する。 

３ 副代表理事は、代表理事を補佐し、当法人の業務を執行する。 

４ 専務理事は、代表理事及び副代表理事を補佐し、当法人の業務を執行する。 

５ 常務理事は、当法人の業務を分担執行する。また、専務理事に事故あるとき又は専務理

事が欠けたときは、代表理事があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 

（監事の職務権限） 

第３３条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作

成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人の業務及び財産

の状況の調査をすることができる。 

（役員の任期） 

第３４条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時評議員会の終結の時までとする。 

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議

員会の終結の時までとする。 

３ 補欠として選任された役員の任期は、前任者の任期の残存期間と同一とする。 

４ 役員は、第２７条に定める定数に足りなくなるときは、辞任又は任期満了後において

も、新たに選任された者が就任するまでは、なお役員としての権利義務を有する。 

５ 理事又は監事については、再任を妨げない。 

（役員の解任） 

第３５条 役員が次の一に該当するときは、評議員会の決議によって、解任することができ

る。ただし、監事を解任する場合は、議決に加わることのできる評議員の３分の２以上に

当たる多数の決議に基づいて行わなければならない。 

(1)職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

(2)心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

（報酬等） 

第３６条 理事及び監事は無報酬とする。ただし、常勤の役員に対しては、評議員会におい

て定める総額の範囲内において、報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として

支給することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事及び監事には費用を弁償することができる。 

（取引の制限） 

第３７条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、その取引について重要な事実を開

示し、理事会の承認を得なければならない。 

(1)自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引 

(2)自己又は第三者のためにする当法人との取引 

(3)当法人がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間における当法人

とその理事との利益が相反する取引 

２ 前項の取引をした理事は、その取引の重要な事実を遅滞なく、理事会に報告しなければ
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ならない。 

（責任の免除又は限定） 

第３８条 当法人は、役員の一般法人法第１９８条において準用する同法第１１１条第１項

の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、理事会の決議によって、賠

償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として、免除すること

ができる。 

 

第２節  理事会 

 

（構成） 

第３９条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

（権限） 

第４０条 理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。 

(1)業務執行の決定 

(2)理事の職務の執行の監督 

(3)代表理事の選定及び解職 

(4)評議員会の日時及び場所並びに目的である事項の決定 

(5)規則の制定、変更及び廃止に関する事項 

２ 理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を理事に委任することができ

ない。 

(1)重要な財産の処分及び譲受け 

(2)多額の借財 

(3)重要な使用人の選任及び解任 

(4)従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 

(5)内部管理体制の整備 

(6)第３４条の責任の一部免除及び責任限定契約の締結 

（開催） 

第４１条 通常理事会は、毎年定期に、年４回開催する。 

２ 臨時理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1)代表理事が必要と認めたとき。 

(2)代表理事以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求

があったとき。 

(3)前号の請求があった日から５日以内に、その日から２週間以内の日を理事会の日と

する理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした理事が招集したと

き。 

(4)監事が必要と認めて代表理事に招集の請求があったとき。 

(5)前号の請求があった日から５日以内に、その請求のあった日から２週間以内の日を

理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした監事
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が招集したとき。 

（招集） 

第４２条 理事会は、代表理事が招集する。ただし、前条第２項第３号により理事が招集す

る場合及び同項第５号により監事が招集する場合を除く。 

２ 代表理事は、前条第２項第２号又は第４号に該当する場合は、その請求があった日から

５日以内に、その請求の日から２週間以内の日を理事会の日とする臨時理事会を招集しな

ければならない。 

３ 理事及び監事の全員の同意のあるときは、招集の手続を経ることなく理事会を開催する

ことができる。 

４ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的である事項を記載した書面又は電磁

的方法をもって、開催日の５日前までに、通知しなければならない。 

５ 前項の規定にかかわらず、理事及び監事全員の同意のあるときは、招集の手続を経るこ

となく理事会を開催することができる。 

（議長） 

第４３条 理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。 

（決議） 

第４４条 理事会の決議は、議決に加わることができない理事を除く理事の過半数が出席

し、その過半数をもって行う。 

２ 決議について特別の利害関係を有する理事は、議決権を行使することができない。 

（決議の省略） 

第４５条 理事が、理事会の決議の目的である事項について提案した場合において、その提

案について、議決に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的記録により同意の意

思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。ただ

し、監事が異議を述べたときは、この限りでない。 

２ 理事会の決議を省略したときは、決議があったものとみなされた事項の内容、当該事項を

提案した理事の氏名、決議があったものとみなされた日及び議事録の作成に係る職務を行

った理事の氏名を議事録に記載又は記録しなければならない。 

（報告の省略） 

第４６条 理事又は監事が理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知した

場合においては、その事項を理事会に報告することを要しない。ただし、一般法人法第１

９７条において準用する同第９１条第２項の規定による報告については、この限りでな

い。 

（議事録） 

第４７条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成しなければ

ならない。 

２ 出席した代表理事及び監事は、前項の議事録に記名押印しなければならない。 

（理事会規則） 

第４８条 理事会に関する事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、理事会において
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定める理事会規則による。 

 

第５章  定款の変更、合併、事業の譲渡、解散及び清算 

 

（定款の変更） 

第４９条 この定款は、評議員会において、議決に加わることのできる評議員の３分の２以

上に当たる決議によって変更することができる。 

２ 当法人の目的並びに評議員の選任及び解任の方法についても同様とする。 

（合併等） 

第５０条 当法人は、評議員会において、議決に加わることのできる評議員の３分の２以上

に当たる多数の決議により、他の一般法人法上の法人との合併又は事業の全部若しくは一

部の譲渡をすることができる。 

（解散） 

第５１条 当法人は、基本財産の滅失その他の事由による当法人の目的である事業の成功の

不能その他法令に定める事由によって解散する。 

（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第５２条 この法人が公益認定の取消し処分を受けた場合又は合併により法人が消滅する場

合（その権利義務を継承する法人が公益法人であるときを除く。）には、評議員会の決議

を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定の取消しの日又は当

該合併の日から１箇月以内に、認定法第５条第17号に掲げる法人又は国若しくは地方公共

団体に贈与するものとする。 

（残余財産の処分等） 

第５３条 当法人が清算する場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、認定

法第５条第17号に掲げる法人であって租税特別措置法第４０条第１項に規定する公益法人

等に該当する法人、又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

２ 当法人は、剰余金の分配を行わない。 

 

第６章  委員会 

 

（委員会） 

第５４条 この法人の事業を推進するために必要あるときは、理事会はその決議により、委

員会を設置することができる。 

２ 委員会の委員は、学識経験者のうちから、理事会が選任する。 

３ 委員会の任務、構成及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

 

第７章  事務局 

 

（設置等） 
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第５５条 当法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 

３ 事務局長及び重要な職員は、代表理事が理事会の承認を得て任免する。 

４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

 

第８章  賛助会員 

 

（賛助会員） 

第５６条 この法人の目的に賛同し、その事業に協力しようとする個人又は団体を会員とす

ることができる。 

２ 会員に関する必要な事項は、理事会の決議により、別に定める入会及び退会に関する規

則によるものとする。 

 

第９章  情報公開及び個人情報の保護 

 

（情報公開） 

第５７条 この法人は、公正に開かれた活動を推進するため、その活動状況、運営内容、財

務資料等を積極的に公開するものとする。 

２ 情報公開に関する必要な事項は、理事会の決議により別に定める情報公開規則によるも

のとする。 

（個人情報の保護） 

第５８条 この法人は、業務上知り得た個人情報の保護に万全を期すものとする。 

２ 個人情報の保護に関する必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

 

第１０章  補則 

 

（他の団体の意思決定に関与することができる財産について） 

第５９条 当法人が保有する株式等について、その株式等の発行会社に対して株主等として

の権利を行使する場合には、次の事項を除き、あらかじめ理事会において理事総数の３分

の２以上の承認を要する。 

(1)配当の受理 

(2)無償新株式 

(3)株主配当増資への応募 

(4)株主宛配付書類の受領 

（委任） 

第６０条 この定款に定めるもののほか、この法人の運営に関する必要な事項は、理事会の

決議により別に定める。 

（法令の準拠） 
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第６１条 この定款に定めのない事項は、すべて一般法人法及び認定法等の法令に従う。 

 

 

附 則 

１ 当法人の設立時評議員は、次のとおりとする。 

設立時評議員 今津新之助 稲垣純一 金城和光 田端温代 真喜屋光子 大城保 

２ 当法人の設立時理事、設立時代表理事及び設立時監事並びには、次のとおりとする。 

設立時理事 小阪亘 平良斗星 照喜名通 宮里大八 倉岡大樹 

設立時代表理事 小阪亘 

設立時監事 中村聰 松本哲治 

３ 当法人の設立当初年度の事業計画及び収支予算は、第９条第１項の規定にかかわらず、

設立者の定めるところによる。 

４ 当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から平成２３年３月３１日までとする。 

 

附 則 平成２３年１１月１７日 

１ この定款の変更は、公益認定を受けた後、登記等の手続きを経て施行する。 

２ 公益認定を受けたときは、第８条の規定にかかわらず、公益認定を受けた日の前日を事

業年度の末日とし、公益認定を受けた日を事業年度の開始日とする。 

 

附 則 平成２３年５月１２日 

１ この定款の変更は、平成２３年５月１２日より施行する。 

 

附 則 令和７年１月２４日 

１ この定款の変更は、令和７年１月２４日より施行する。 
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